
（別紙２）

No.
地方
整備局

テーマ名 概要

1 北海道
バリアフリー対応型歩道除雪工
法

現在の歩道除雪車では難しい、点字ブ
ロック等の歩道面を出すことができる除
雪車

2 東北 水門部における軟弱地盤対策
水門部における沈下量３０ｃｍを目標と
した地盤改良

3 関東
浚渫作業の安全確保技術
（河床部の不発弾探査技術等）

現存技術では困難な深度１.５ｍ以上
（４ｍ目標）の不発弾探査技術

4 北陸
河道掘削に伴う経済的な土質改
良技術

可動堰改築時の掘削発生土の土質改良を
低コストで行う技術

5 中国
単位時間当たり施工量増を可能
にする地盤改良工法

大幅に工期短縮が図れる表層改良工法

テーマ設定技術募集方式(フィールド提供)　テーマ一覧
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公募テーマ

公募の背景

課題

要求性能等

現行技術

判定基準

公募テーマの詳細　№１　
担当地方整備局：北海道開発局

バリアフリー対応型歩道除雪工法

北海道は、厳しい冬期間の降雪等により、車道はもとより、歩道においても降
雪に覆われる。
近年の、高齢化社会への対応や、バリアフリー化社会の構築のため、冬期間の
歩道除雪は重要な作業である。現在の歩道除雪車では、歩道面を出す施工が難
しい。

・現在の歩道除雪車では難しい、点字ブロック等の歩道面を出すことができる
除雪車

・舗装面を出す施工ができる。
・点字ブロックを出すことができる。
・交差点等の低下部に追従した除雪が可能である。
・広幅員（２．０ｍ）の施工が可能である。

・歩道除雪車による除雪

・要求性能に加え、施工費が現行技術と同等以下であること。
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提供する
フィールド

①試行を予定する工事の時期
　・平成１７年１１月末～平成１８年３月末
　

②公募技術の試行規模（概算数量）
　歩道除雪施工延長２０ｋｍのうち、都市部バリアフリー化を行っている一部
分
　

③現場条件
　積雪寒冷地
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公募テーマ

公募の背景

課題

要求性能等

現行技術

判定基準

　

公募テーマの詳細　№２
担当地方整備局：東北地方整備局

水門部における軟弱地盤対策

本技術の要求現場は、水門建設予定箇所であるが、Ｎ値１０以下の軟弱層が約
６０ｍある。水門直近部は残留沈下量３０ｃｍを目標とした地盤改良を行って
いるが、その隣接部に「地盤沈下擦り付け対策」として、軟弱地盤処理を行う
ものである。

・既設地盤対策工と無対策区間の段差が約１２０ｃｍと予測されることから、
局部的な段差により、堤体に亀裂などの変状を与えないために沈下擦り付け対
策により沈下の段差を３０ｃｍ以下とする。

・残留沈下量を６０ｃｍ以下とすること。

・現設計は、スラリー系機械攪拌工法を行うものとしている。

・要求性能に加え、従来工法より安価であること。
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提供する
フィールド

①試行を予定する工事の時期
　
平成１８年６月～平成１８年１０月頃を予定

②公募技術の試行現場（概算数量）

Ｖ＝２，６００ｍ３
　

③全体工事量
　
Ｖ＝９，０００ｍ３

④現場条件

　　水門部は、残留沈下による空洞化対策、側方移動対策、液状化対策を目的
にＪＡＣＳＭＡＮ工法により地盤改良（改良深度Ｌ＝２３．８ｍ）を行ってい
る。
　　土質条件は、表－１、表－２のとおりとする。

水門部

既設地盤改良部
ＪＡＣＳＭＡＮ工法

5
9
,5
0
0

7,000 11,000

フィールド提供箇所
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土質区分
層　厚
（ｍ）

上面標高
ＫＰ．Ｍ

沈下量
（ｃｍ）

粘性土 5.62 7.40 61
砂質土 2.52 1.78 7
粘性土 0.96 -0.74 3
砂質土 2.00 -1.70 4
粘性土 8.44 -3.70 23
粘性土 4.58 -12.14 9
粘性土 12.46 -16.72 26
砂質土 1.28 -29.18 0
粘性土 3.50 -30.46 4
砂質土 3.78 -33.96 1
粘性土 14.4 -37.74 14

計 　　 152

参考
堤防盛土
天端高

沈下量
（ｃｍ）

表法尻 ｋｐ　７．０７ 33
表小段 ｋｐ　９．９０ 110
盛土中央 ｋｐ　１３．３８ 152
裏小段 ｋｐ　１０．７６ 114
裏法尻 ｋｐ　７．０５ 35

表－１ 表－２

土　層 層厚（ｍ） 平均Ｎ値

盛　土

Ａｃ１層

Ａｓ２層

Ａｃ２層

Ａｓ２層

Ａｃ２層

Ａｃ２層

Ａｓｃ１層

Ａｓｃ２層

6.44

4.50

0.85

2.65

1.20

1.80

8.50

4.40

13.10

8

2

3

7

4

7

4

4

4

７，５００２４，０００ ２８，０００

ＫＰ＋６．４４

ＫＰ＋１３．９９４

堤防部標準横断図
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公募テーマ

公募の背景

課題

要求性能等

現行技術

判定基準

公募テーマの詳細　№３
担当地方整備局：関東地方整備局

浚渫作業の安全確保技術（河床部の不発弾探査技術等）

本技術の要求現場では、過去に旧日本軍保有の砲弾が発見された経緯があるた
め、浚渫作業を行うにあたり安全確保を目的とする砲弾探査を行っている。現
在実施している探査技術では目的の爆弾が探査できる深度が１．５ｍ程度まで
のため、必要な深さ４ｍの浚渫を行うためには探査と浚渫を繰り返し行わなけ
ればならないなど、作業性に問題がある。

　　　　過去の浚渫工事において発見された砲弾
　　　　　　　　　　浚渫土量 ：２１６，０００ｍ3
　　　　　　　　　　砲弾数　　：５個

旧日本軍保有の爆弾等がある河川区域において、安全かつ確実に不発弾を探査
できる技術で下記の性能を満たすもの。
・水深１～５ｍ程度の河川において、地中深度４ｍまでに存在する２５０㎏爆
弾相当が探査できること。
・地中には漁業用網のフック等金属の埋設物も多くあるため、爆弾と他の金属
物との識別ができること。
・埋設物の深さをある程度特定できること。
・付近を航行する船舶の安全も確保できること。

対象とする２５０ｋｇ爆弾相当を探査する場合、１．５ｍまでが探査の有効深
度とされている（別表－１）。
そのため、現行探査技術で安全確認のできる深さの１．５ｍまでの薄層浚渫を
行っているが、浚渫対象地域で必要とされる浚渫深さは平均で２ｍ程度・最大
で４ｍ程度であることから、地中探査と薄層浚渫を２回以上に分けて繰り返す
必要がある。
また、磁気量により爆弾の存在が疑われる異常点については、潜水調査を実施
し異常値の原因と思われる物体を除去した後、再度磁気探査を行い磁気異常が
なくなったことを確認し浚渫を行っている。現在のところ磁気量の異常値を示
した箇所で砲弾が発見された事例はないが、安全性を考慮し潜水士の手作業に
よる調査を行っているため、作業性が悪い。

　　　　　平成１６年度探査実績
　　　　　　　磁気探査面積：１５６，０００ｍ2／１２日
　　　　　　　潜水調査　　　：６０回
　　　　　　　確認磁気探査：２７，０００ｍ2

要求性能に加え下記を満足するものとする。
・探査コストは現行の探査技術（潜水調査および確認磁気探査を含む）と同程度で
できること。
・探査に要する総時間は現行磁気探査技術と同程度とすること。
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提供する
フィールド

　
①試行を予定する工事の時期

　　平成１８年３月～平成１８年１０月頃を予定

②公募技術の試行規模（概算数量）

　　探査面積＝１０，０００ｍ
２

　　浚渫深さ＝最大４ｍ　（水深＝５ｍまで）

　　浚渫土量＝２０，０００ｍ
３

　
③全体工事量
　　探査面積＝１０，０００ｍ２
　　浚渫土量＝２０，０００ｍ３

　（参考）
　　平成１８年度以降の探査面積＝６７，０００ｍ２
　　平成１８年度以降の浚渫土量＝１３４，０００ｍ３

④現場条件

※探査技術にあっては、上記工期のうち工事着手前に探査を終了するものと
し、浚渫工事と合わせ本工期内に工事を完成できるものとする。

航空写真

横断図

仮置き場

Ｈ１７年度施工

Ｈ１８年度施工

Ｈ１９年度以降

の内の探査部分が対象
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種別
直径

（㎝）
弾体長
（㎝）

磁気量
（ガウス・㎝2）

探査有効深度
（ｍ）

大型機雷 57 209 25以上 4.0

１０００㎏爆弾 48～61 180 20～140 3.0

５００㎏爆弾 44～48 135 15～110 2.0

２５０㎏爆弾 30～38 120 10～70 1.5

１００㎏爆弾 23～28 95 7～35 1.0

５０㎏爆弾
（２０３mm砲弾級）

18～20 76 4～25 0.8

３０㎏爆弾
（１５５mm砲弾級）

13 71 2～20 0.6

１５㎏爆弾
（１０５mm砲弾級）

10 37 2～10 0.4～0.5

磁気探査業協会の資料より

表－１　不発弾等の磁気量と探査有効深度
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公募テーマ

公募の背景

課題

要求性能等

現行技術

判定基準

　

公募テーマの詳細　№４
担当地方整備局：北陸地方整備局

河道掘削に伴う経済的な土質改良技術

本可動堰は、本川と分水路の分派点に位置し、昭和６年に完成して以来、洗堰
とともに分水の根幹的施設(分流制御施設)として、治水、利水機能に大きな役
割を果たしてきている。しかし、設置後70年以上経過し、施設本体の老朽化が
顕著になるとともに、敷高等の影響により流下能力不足が生じており、その基
本的対策が急務となっている。
可動堰改築に伴い、本体掘削、河道掘削工事を計画している。これらの工事で
は、大量の掘削発生土を第３種発生土相当に改良する必要があることから、経
済性・施工性に優れた技術に対するニーズがある。

・大量の掘削発生土を第３種発生土相当に改良する必要があることから、経済
性・施工性に優れた技術。

・土質改良：セメント系固化剤　添加（スタビライザーor自走式土質改良機）
・中央プラント方式

・要求性能に加え、土質改良コストが現行技術より20％以上縮減できること。
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提供する
フィールド

　
①試行を予定する工事の時期
平成１８年～平成２５年を予定

②公募技術の試行規模（概算数量）
河道掘削：１００，０００㎥、護岸工５００ｍ（平成１８年度）

③全体工事量
約１，８００，０００㎥（見直しあり）（平成１８年度）

④現場条件
　・掘削箇所の土質条件（第0～2砂質土・第0～2粘性土）
　・含水比　：５０％前後
　・コーン指数：２００ＫＮ／ｍ２以下（泥土　ｂ相当）
　・Ｎ値：10以下
　・河道内での施工（出水期は施工しない）
　・周辺環境への配慮が必要

河道掘削予定箇所

流水方向

可動堰
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公募テーマ

公募の背景

課題

要求性能等

現行技術

判定基準

　

公募テーマの詳細　№５
担当地方整備局：中国地方整備局

単位時間当たり施工量増を可能にする地盤改良工法

軟弱地盤上に構造物を建設するにあたり、新技術を含め地盤改良工法の選定を
行っているが、工程上複数班での施工となることから、作業効率の高い技術が
求められる。

・軟弱地盤を短期間に良好な地盤に造成が可能となる地盤改良工法

・地盤改良の時間当たり施工量の増大が見込まれること。
・施工場所が河川内であり、Ｎ値が１以下の軟弱地盤上であるが、２種改良土
相当の強度が得られること。

・表層安定処理工（スラリー攪拌工法）

・要求性能に加え、置き換え工法より約６０％のコスト縮減が図れること。
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提供する
フィールド

①試行を予定する工事の時期
　　平成１７年１０月～平成２０年３月頃を予定

②公募技術の試行規模（概算数量）
　　表面安定処理工＝１６，０００ｍ3
　　改良深さ＝３ｍ

③全体工事量
　　６０，０００ｍ3

④現場条件
　対象土質　　：粘土質
　含水比　　　：５４％～７３％
　一軸圧縮強度：qu=１１～３０KN/㎡
　Ｎ値（GL -3.0～-6.0）：０

横断図

航空写真

増設水門

今回対象場所

２種改良土（試行対象）

堤防道路
（海側）

仮締切
（川側）

３種改良土
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